
  

 

 

 

 

 

後日経済産業省提出資料 
（第２回評価検討会後の追加質問及び回答） 

 

 
 

 【質問事項】 
○資料３－２の補１頁について、これまでの補助総額等、算出根拠。 

 

○資料３－１の３頁について、２０１０年導入目標の数値（１９１０万Ｋｌ、１１８万Ｋｌ、

９０万Ｋｌ）、 ２０３０年導入見通しの数値（３，９４６万Kl、２，０２４万Kl、１１２万

Kl）の根拠。 また、これらの数値目標に対する本事業の貢献・具体的効果。 

 

      ○資料３－１の３頁、４頁について、２０２０年時点での導入目標量（新エネルギー

導入目標、太陽光発電・太陽熱利用の導入量（原油換算）、二酸化炭素削減

量）、 また、それらの実現と業務用電力料金（１４円／ｋＷｈ）に向けた具体的

なシナリオ。 

 

 

 

 

参考３ 



総合科学技術会議評価専門調査会第２回評価検討会に係る追加の御質問に対する 

回答について 

 

 平成１８年１０月２５日 

資 源エネルギー庁 

新エネルギー対策課 

 

 １０月２３日に開催された第２回評価検討会につきまして、当庁に頂いた御質問に対し以

下のとおり回答いたします。 

 

問１．資料３－２の補１頁について、これまでの補助金総額。 

（答） 

 太陽光発電のフィールドテストのこれまでの総予算額は以下のとおり。 

事業名 公共施設等用太陽光発電フィールドテスト事業 

年度 1992 1993 1994 1995 1996 1997 

予算額（百万円） 850 1,220 1,030 1,700 1,900 2,610

事業名 産業等用太陽光発電フィールドテスト事業 

年度 1998 1999 2000 2001 2002 

予算額（百万円） 2,400 2,411 2,403 1,990 4,499 

事業名 太陽光発電新技術等フィールドテスト事業 

年度 2003 2004 2005 2006（※）

予算額（百万円） 3,495 5,025 9,230 11,800

                         ※：現在実施中 

   総予算額：５２，５６３百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



問２．資料３－１の３頁について、２０１０年導入目標の数値及び２０３０年導入見通しの数

値の根拠。また、これらの数値目標に対する本事業の貢献・具体的効果。 

（答） 

 ２０１０年導入目標については、別添の京都議定書目標達成計画参考資料（別表１～５の具

体的対策の排出削減見込量の根拠）を御参照いただきたい。 

（http://www.env.go.jp/houdou/gazou/5937/6699/2284.pdf） 

 

 また、２０３０年導入見通しの根拠は以下の考え方のもと算出している。 

 

 新エネルギー部会報告書（２００１年６月）において、今後の新エネルギー導入に向けた国

のあり方として「一定レベルまで確立された新技術や新製品については、その開発状況に応じ、

性能や経済性等の状況・データを把握し、信頼性の向上に資するため、実フィールドでの実証

を行うことが不可欠」としている。 

他方、需給部会報告書（２００５年３月）において、新エネルギー進展ケースにおける導入

の考え方として「「新エネルギー部会報告書」（２００１年６月）で決定された「目標ケース」

において合意されている新規施策を追加するとともに、２０１０年度以降も太陽光発電のコス

トダウンと急速な普及が継続し、ＲＰＳ法の効果と相まって２０３０年度には、現在の２０１

０年度の導入目標量（１，９１０万ｋｌ）の約２倍程度の新エネルギーが導入され、一次供給

に占める再生可能エネルギー・新エネルギーのシェアが約１０％となると想定」としている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



問３．資料３－１の３頁、４頁について、２０２０年時点での導入目標量。また、それらの実

現と業務用電力料金（１４円／ｋＷｈ）に向けた具体的なシナリオ。 

（答） 

 ２０２０年時点での導入目標量は、国として設定していない。 

 

また、「２０３０年に向けた太陽光発電ロードマップ」（２００４年６月、ＮＥＤＯ策定）

においては、下表のとおり技術開発を行うことで１４円／ｋＷｈを目指すとしている。 

 

表．２０２０年に向けた技術開発 

項目 主な開発内容と開発目標 

モジュール製造 

コスト低減 

モジュールの高効率化、低コスト・高生産性プロセス、長寿命化など 

技術開発目標：モジュール製造コスト 

２０１０年：１００円／Ｗ、２０２０年：７５円／Ｗ 

モジュール高性能化 

既存太陽電池の技術改革（極薄型結晶シリコンセル、ワイドギャップ新材料、多

接合セル、ヘテロ接合セルなどの開発） 

技術開発目標：モジュール変換効率 

２０１０年：～１６％、２０２０年：～１９％ 

モジュール寿命延長 
モジュール構造、モジュール材料の検討 

技術開発目標：２０２０年に寿命３０年達成の技術 

原料問題対応技術 
高純度シリコン供給技術、シリコン原単位低減（１ｇ／Ｗ）、インジウム原単位低

減技術 

モ
ジ
ュ
ー
ル
製
造 

モジュール多様化 
軽量、フレキシブル、両面受光、建材一体型モジュール（ＢＩＰＶ）、ＡＣモジュ

ールなど 

パワーコン 

ディショナ 

耐久性向上、小型化・高効率化・低コスト化・ＩＴ機能統合化 

技術開発目標：２０２０年、製造コスト：１５，０００円／ｋＷ 

太陽光発電用 

蓄電技術 

鉛レス長寿命蓄電池、軽量・長寿命化、新型電力貯蔵、キャパシタ技術適用 

技術開発目標：２０２０年、１０円／Ｗｈ 

システム技術 
自律度向上型システム、コミュニティ太陽光発電、高密度連系などのアクティブ

ネットワーク技術、水素・新エネルギー等との連系技術 

技術基盤 性能評価技術、発電量予測技術 

シ
ス
テ
ム
技
術 

システム施工技術 設置工事、施工の標準化、簡素化、長期信頼性 

 

 












